
�愛媛県規則第３号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部を改正

する規則を次のように定める。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則の一部を

改正する規則

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行細則（昭和５２年愛

媛県規則第４４号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項の表を次のように改め、同条第２項を削る。

項 左欄 右欄

１ 法第８条第２項の申請書 一般廃棄物処理施設設置許可申請

書（様式第１号）

２ 政令第１５条第１項の申請書 廃棄物再生事業者登録申請書（様

式第２号）

３ 政令第１７条の登録証明書 廃棄物再生事業者登録証明書（様

式第３号）

４ 省令第４条の４第１項の申請

書

一般廃棄物処理施設使用前検査申

請書（様式第４号）

５ 省令第４条の１７の報告書 特定一般廃棄物最終処分場状況等

報告書（様式第５号）

６ 省令第５条の３第１項の申請

書

一般廃棄物処理施設変更許可申請

書（様式第６号）

７ 省令第５条の４の２第１項及

び第５条の９の２第１項の届

出書

一般廃棄物処理施設軽微変更等届

出書（様式第７号）

８ 省令第５条の５第１項及び第

５条の１０第１項の届出書

一般廃棄物最終処分場埋立処分終

了届出書（様式第８号）

９ 省令第５条の５の２第１項及

び第５条の１０の２第１項の申

請書

一般廃棄物最終処分場廃止確認申

請書（様式第９号）

１０ 省令第５条の８第１項の届出

書

一般廃棄物処理施設変更届出書（

様式第１０号）

１１ 省令第５条の１１第１項の申請

書

一般廃棄物処理施設譲受け（借受

け）許可申請書（様式第１１号）

１２ 省令第５条の１２第１項の申請

書

合併（分割）認可申請書（様式第

１２号）

１３ 省令第６条第１項の届出書 相続届出書（様式第１３号）

１４ 省令第１２条の７の７第２項の

届出書

一般廃棄物の種類等届出書（様式

第１４号）

１５ 省令第１２条の７の７第４項の

受理書

一般廃棄物の種類等届出受理書（

様式第１５号）

第３条第１項の表を次のように改める。

項 左欄 右欄

１ 法第９条の３第１項の規定に

よる届出

一般廃棄物処理施設設置届出書（

様式第１６号）

２ 法第９条の３第４項ただし書

の通知

一般廃棄物処理施設設置等届出内

容相当通知書（様式第１７号）

３ 法第１９条の１０第３項の規定に

よる閲覧の請求

最終処分場台帳閲覧請求書（様式

第１８号）

４ 政令第１８条の規定による届出 廃棄物再生事業者登録事項変更届

出書（様式第１９号）

５ 政令第１９条の規定による届出 廃棄物再生事業者登録事業場廃止

（休止・再開）届出書（様式第２０

号）

６ 省令第１２条の７の７第５項の

規定による届出

一般廃棄物の種類等変更（処理業

廃止）届出書（様式第２１号）

第３条第２項中「表４の項右欄」を「表５の項右欄」に、

「こと」を「ものとする」に改める。

第４条の表１の項左欄の欄中「第１５条の２の４第１項」を

「第１５条の２の５第１項」に改め、同項右欄の欄中「様式第

７号」を「様式第２２号」に改め、同表２の項同欄中「様式第

８号」を「様式第２３号」に改め、同表３の項同欄中「様式第
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９号」を「様式第２４号」に改める。

様式第９号を様式第２４号とし、様式第８号を様式第２３号と

し、様式第７号を様式第２２号とし、様式第６号を様式第２０号

とし、同様式の次に次の１様式を加える。

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号
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様式第２１号（第３条関係） 一般廃棄物の種類等変更（処理業廃止）届出書

一般廃棄物の種類等変更（処理業廃止）届出書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあつては、主たる事務所の所在地）

届出者 氏名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名） �

電話番号

産業廃棄物処理施設の設置の場所

変 更 （ 廃 止 ） の 年 月 日 年 月 日

変更の内容（当該届出が変更であ

る場合）
変 更 前 変 更 後

産業廃棄物処理施設の種類

産 業 廃 棄 物 の 種 類

変 更 （ 廃 止 ） の 理 由

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。

３ 届出者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名することができる。

４ 一般廃棄物の種類等届出受理書（様式第１５号）を添付すること。

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号
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様式第５号を様式第１９号とし、様式第４号を様式第１８号と

し、様式第３号を様式第１７号とし、様式第２号を様式第３号

とし、同様式の次に次の１３様式を加える。

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号

４６



様式第４号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設使用前検査申請書

一般廃棄物処理施設使用前検査申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあつては、主たる事務所の所在地）

申請者 氏名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名） �

電話番号

許可の年月日及び許可番号 年 月 日 第 号

設 置 場 所

竣 功 の 年 月 日 年 月 日

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年 月 日

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名することができる。

３ 次に掲げる書類を添付すること。
しゆん

� 竣功図面（施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図）

� その他参考となる書類又は図面

しゆん

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号
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様式第５号（第２条関係） 特定一般廃棄物最終処分場状況等報告書

特定一般廃棄物最終処分場状況等報告書（ 年度）

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあつては、主たる事務所の所在地）

報告者 氏名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名） �

電話番号

許可の年月日及び許可番号 年 月 日 第 号

設 置 の 場 所

埋 立 処 分 開 始 年 月 年 月

埋立処分終了予定年月 年 月

放流水の水質及び当該放流

水を採取した年月日

埋立処分を開始してから前

年度の３月３１日までに埋立

処分された一般廃棄物の数

量

埋立処分の終了後に行う維

持管理の内容

上記の維持管理に必要な費

用の額及びその算定の基礎

の概要

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 報告者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名することができる。

３ 放流水の水質については、一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る

技術上の基準を定める省令（昭和５２年総理府・厚生省令第１号）第１条第２項第１４号ハ及

びダイオキシン類対策特別措置法に基づく廃棄物の最終処分場の維持管理の基準を定める

省令（平成１２年総理府・厚生省令第２号）第１条第３号ロの規定により測定したものを記

載すること。

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号
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様式第６号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設変更許可申請書

一般廃棄物処理施設変更許可申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあつては、主たる事務所の所在地）

申請者 氏名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名） �

電話番号

一般廃棄物処理施設の設置の場所

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類

許 可 の 年 月 日 及 び 許 可 番 号 年 月 日 第 号

変更の内

容

一般廃棄物処理施設に

おいて処理する一般廃

棄物の種類
一般廃棄物処理施設の

処理能力（最終処分場

である場合にあつては

、一般廃棄物の埋立処

分の用に供される場所

の面積及び埋立容量）

変更前 変更後

�／日（ ）時間

ｔ／日（ ）時間

�／時間
ｔ／時間

埋立地の面積 �
埋立容量 �

�／日（ ）時間

ｔ／日（ ）時間

�／時間
ｔ／時間

埋立地の面積 �
埋立容量 �

△一般廃棄物処理施設

の位置、構造等の設

置に関する計画

△一般廃棄物処理施設

の維持管理に関する

計画

変 更 の 理 由

着 工 予 定 年 月 日 年 月 日

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年 月 日

※ 許可の年月日及び許可番号 年 月 日 第 号

法定代理人（申請者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「

法」という。）第７条第５項第４号チに規定する未成年者である場合）

（ ふ り が な ）

氏 名
住 所

������������������������������������������������������������������������������������������������������������
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法第７条第５項第４号リに規定する役員（申請者が法人である場合）

（ ふ り が な ）

氏 名
役職名・呼称 住 所

������������������������������������������������������������������������������������������������������������

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に

相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしてい

る者があるとき）

発行済株式の総数 株 出資の額

（ ふ り が な ）

氏 名 又 は 名 称

保有する株式の数又は出資の金額
住 所

割 合

������������������������������������������������������������������������������������������������������������

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号。以下「令」という。）

第４条の７に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合）

（ ふ り が な ）

氏 名
役職名・呼称 住 所

������������������������������������������������������������������������������������������������������������

愛媛県収入証紙ちよう付欄

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名することができる。

３ ※印の欄には、記入しないこと。

４ 一般廃棄物処理施設の種類については、ごみ処理施設、し尿処理施設又は最終処分場の

別を記入すること。さらに、ごみ処理施設の場合は、焼却施設、破砕施設等の別を括弧書

きすること。

５ △印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用することとし、かつ、次の図

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号
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面等を含むこと。

� 一般廃棄物処理施設の構造及び設備に変更がある場合は、変更後の当該施設の構造を

明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図

� 排ガス及び排水の処理方法に変更がある場合は、変更後の処理系統図

� 排ガス又は排水の量に変更がある場合は、変更後の数値

� 排ガスの性状に変更がある場合は、大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）第６条第

２項に規定するばい煙量若しくはばい煙濃度又はダイオキシン類の濃度に係る変更後の

数値

� 放流水の水質に変更がある場合は、し尿処理施設の場合は生物化学的酸素要求量、浮

遊物質量及び大腸菌群数に係る変更後の数値、最終処分場の場合は排水基準を定める省

令（昭和４６年総理府令第３５号）第１条に規定する排水基準に掲げる項目及びダイオキシ

ン類の濃度に係る変更後の数値

６ △印の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のと

おり」と記載し、別紙を添付すること。

７ 変更のある部分については、変更前及び変更後の内容を対照させるものとすること。

８ 「法定代理人」の欄から「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第

３００号。以下「令」という。）第４条の７に規定する使用人」の欄までの各欄には、該当

するすべての者を記載すること。

９ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

� 当該変更が周辺地域の生活環境に及ぼす影響についての調査の結果を記載した書類

� 変更後の一般廃棄物処理施設の構造を明らかにする設計計算書

� 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号）第３条第２

項各号に掲げる事項に係る変更がある場合には、変更後の維持管理に関する計画を記載

した書類

� 最終処分場にあつては、周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類及び

図面

� 最終処分場以外の施設にあつては、処理工程に変更がある場合には、変更後の処理工

程図

� 変更後の一般廃棄物処理施設の維持管理に関する技術的能力を説明する書類

� 変更後の一般廃棄物処理施設の維持管理に要する資金の総額及びその資金の調達方法

を記載した書類

� 申請者が法人である場合には、直前３年の各事業年度における貸借対照表、損益計算

書並びに法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類

	 申請者が個人である場合には、資産に関する調書並びに直前３年の所得税の納付すべ

き額及び納付済額を証する書類


 申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記簿の謄本

� 申請者が個人である場合には、住民票の写し（本籍の記載のあるものに限るものとし

、外国人にあつては外国人登録証明書の写しとする。以下同じ。）

� 申請者が法第７条第５項第４号イからヌまでに該当しない旨を記載した書類


 申請者が法第７条第５項第４号チに規定する未成年者である場合には、その法定代理

人の住民票の写し

� 申請者が法人である場合には、法第７条第５項第４号リに規定する役員の住民票の写

し

� 申請者が法人である場合において、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する

株主又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者があるときは、こ

れらの者の住民票の写し又は登記簿の謄本

� 申請者に令第４条の７に規定する使用人がある場合には、その者の住民票の写し

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号

５１



様式第７号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設軽微変更等届出書

一般廃棄物処理施設軽微変更等届出書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあつては、主たる事務所の所在地）

届出者 氏名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名） �

電話番号

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 名 称

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 設 置 の 場 所

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類

許可の年月日及び許可番号又は届出の年月日
許可（届出）

年 月 日 第 号

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年 月 日

変更の内容（

軽微な変更等

がある場合）

△軽微な変更

氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名の

変更
△廃棄物の処理及び清掃に関する

法律施行規則（昭和４６年厚生省

令第３５号）第５条の４（同省令

第５条の９において準用する場

合を含む。）に掲げる事項の変

更
廃止若しくは休止又は再開の理由

（廃止若しくは休止又は再開の場合）

（廃止・休止・再開の別）

廃止若しくは休止又は再開の年月日

（廃止若しくは休止又は再開の場合）
年 月 日

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 届出者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名することができる。
３ △印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用することとし、同欄にその記
載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のとおり」と記載し、別
紙を添付すること。

４ 変更のある部分については、変更前及び変更後の内容を対照させるものとすること。
５ 次に掲げる書類を添付すること。
� 一般廃棄物処理施設の位置、構造等の設置に関する計画に変更があつた場合には、変
更後の設置に関する計画を記載した書類及び変更後の当該一般廃棄物処理施設の構造を
明らかにする設計計算書

� 一般廃棄物処理施設の維持管理に関する計画に変更があつた場合には、変更後の維持
管理に関する計画を記載した書類
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様式第８号（第２条関係） 一般廃棄物最終処分場埋立処分終了届出書

一般廃棄物最終処分場埋立処分終了届出書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあつては、主たる事務所の所在地）

届出者 氏名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名） �

電話番号

施設の廃止までの

間の管理予定者及

びその連絡先

住所

氏名

電話番号

設 置 場 所

許可の年月日及び

許可番号又は届出

の年月日

許可（届出）

年 月 日 第 号

埋立地の面積、埋

立ての深さ及び覆

土の厚さ

面積 埋立ての深さ 覆土の厚さ

� ｍ ｍ

埋 立 処 分 の 方 法

埋 立 処 分

開 始 年 月 日
年 月 日

埋 立 処 分

終 了 年 月 日
年 月 日

埋め立てた廃棄物

の種類、数量及び

性状

種 類 数量（�） 性 状

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号
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注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 届出者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名することができる。

３ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

� 埋立終了時の当該施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図

� 当該施設の周辺の地図

� 埋立処分の終了から廃止までの間の維持管理の方法を明らかにする書類

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号

５４



様式第９号（第２条関係） 一般廃棄物最終処分場廃止確認申請書

一般廃棄物最終処分場廃止確認申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあつては、主たる事務所の所在地）

申請者 氏名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名） �

電話番号

設 置 の 場 所

許可の年月日及び許可番号又は

届出の年月日
年 月 日 第 号

埋め立てた一般廃棄物の種類及

び数量

種 類 数 量（�）

埋立地の面積及び埋立ての深さ
面積 埋立ての深さ

� ｍ

埋 立 処 分 の 方 法

埋 立 処 分 開 始 年 月 日 年 月 日

埋 立 処 分 終 了 年 月 日 年 月 日

悪臭の発散の防止に関する措置

の内容

火災の発生の防止に関する措置

の内容

ねずみの生息及び害虫の発生の

防止に関する措置の内容

地 下 水 等 の 水 質 の 状 況

埋立地の保有水等の水質の状況

埋立地からのガスの発生の状況

埋立地の内部及び周辺の地中の

温度の状況

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号

５５



埋 立 地 の 覆 い の 概 要

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名することができる。

３ 「地下水等」とは、一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上

の基準を定める省令（昭和５２年総理府・厚生省令第１号。以下「基準省令」という。）第

１条第２項第１０号の規定により採取された地下水等をいう。

４ 「保有水等」とは、基準省令第１条第３項第６号の規定により集められた保有水等をい

う。

５ 「覆い」とは、基準省令第１条第２項第１７号の規定による覆いをいう。

６ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

� 当該最終処分場の現状を明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図

� 当該最終処分場の周辺の地図

� 基準省令第１条第３項第５号の規定による地下水等の水質検査の結果を記載した書類

� 当該申請の直前の２年以上にわたり行つた基準省令第１条第３項第６号の規定による

保有水等の水質検査の結果を記載した書類

� その他参考となる書類又は図面

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号
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様式第１０号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設変更届出書

一般廃棄物処理施設変更届出書

年 月 日

愛媛県知事 殿

名称
届出者

代表者の氏名 �

一般廃棄物処理施設の設置の場所

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類

届 出 の 年 月 日 年 月 日

変更の

内容

一般廃棄物処理施設におい

て処理する一般廃棄物の種

類
一般廃棄物処理施設の処理

能力（最終処分場である場

合にあつては、一般廃棄物

の埋立処分の用に供される

場所の面積及び埋立容量）

変更前 変更後

�／日（ ）時間

ｔ／日（ ）時間

�／時間
ｔ／時間

埋立地の面積 �
埋立容量 �

�／日（ ）時間

ｔ／日（ ）時間

�／時間
ｔ／時間

埋立地の面積 �
埋立容量 �

△一般廃棄物処理施設の位

置、構造等の設置に関す

る計画

△一般廃棄物処理施設の維

持管理に関する計画

変 更 の 理 由

着 工 予 定 年 月 日 年 月 日

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年 月 日

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 一般廃棄物処理施設の種類については、ごみ処理施設、し尿処理施設又は最終処分場の

別を記入すること。さらに、ごみ処理施設の場合は、焼却施設、破砕施設等の別を括弧書

きすること。

３ △印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用することとし、かつ、次の図

面等を含むこと。

� 一般廃棄物処理施設の構造及び設備に変更がある場合は、変更後の当該施設の構造を

明らかにする平面図、立面図、断面図及び構造図

� 排ガス又は排水の処理方法に変更がある場合は、変更後の処理系統図

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号

５７



� 排ガス又は排水の量に変更がある場合は、変更後の数値

� 排ガスの性状に変更がある場合は、大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）第６条第

２項に規定するばい煙量若しくはばい煙濃度又はダイオキシン類の濃度に係る変更後の

数値

� 放流水の水質に変更がある場合は、し尿処理施設の場合は生物化学的酸素要求量、浮

遊物質量及び大腸菌群数に係る変更後の数値、最終処分場の場合は排水基準を定める省

令（昭和４６年総理府令第３５号）第１条に規定する排水基準に掲げる項目及びダイオキシ

ン類の濃度に係る変更後の数値

４ △印の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のと

おり」と記載し、別紙を添付すること。

５ 変更のある部分については、変更前及び変更後の内容を対照させるものとすること。

６ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

� 当該変更が周辺地域の生活環境に及ぼす影響についての調査の結果を記載した書類

� 変更後の一般廃棄物処理施設の構造を明らかにする設計計算書

� 最終処分場にあつては、周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類及び

図面

� 当該一般廃棄物処理施設の維持管理に関する計画に変更がある場合には、変更後の維

持管理に関する計画を記載した書類

� 最終処分場以外の一般廃棄物処理施設にあつては、処理工程に変更がある場合には、

変更後の処理工程図

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号
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様式第１１号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設譲受け（借受け）許可申請書

一般廃棄物処理施設譲受け（借受け）許可申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあつては、主たる事務所の所在地）

申請者 氏名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名） �

電話番号

譲受け又は借受けの相手方の氏名（

法人にあつては、名称及び代表者の

氏名）及び住所

一般廃棄物処理施設の設置の場所

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類

許 可 の 年 月 日 及 び 許 可 番 号 年 月 日 第 号

※ 譲 受 け 等 の 許 可 の 年 月 日 年 月 日

※ 譲 受 け 等 の 許 可 番 号

法定代理人（申請者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「

法」という。）第７条第５項第４号チに規定する未成年者である場合）

（ ふ り が な ）

氏 名
住 所

����������������������������������������������������������������������������������������������������������

法第７条第５項第４号リに規定する役員（申請者が法人である場合）

（ ふ り が な ）

氏 名
役職名・呼称 住 所

����������������������������������������������������������������������������������������������������������

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に

相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をしてい

る者があるとき）

発行済株式の総数 株 出資の額

（ ふ り が な ）

氏 名 又 は 名 称

保有する株式の数又は出資の金額
住 所

割 合

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号

５９



��������������������������������������������������������������������������������������������������������

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号。以下「令」という。）

第４条の７に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合）

（ ふ り が な ）

氏 名
役職名・呼称 住 所

��������������������������������������������������������������������������������������������������������

愛媛県収入証紙ちよう付欄

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。

３ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名することができる。

４ ※印の欄には、記入しないこと。

５ 「法定代理人」の欄から「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第

３００号。以下「令」という。）第４条の７に規定する使用人」の欄までの各欄には、該当

するすべての者を記載すること。

６ 次に掲げる書類を添付すること。

� 当該一般廃棄物処理施設の維持管理に関する技術的能力を説明する書類

� 当該一般廃棄物処理施設の維持管理に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記

載した書類

� 申請者が法人である場合には、直前３年の各事業年度における貸借対照表、損益計算

書並びに法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類

� 申請者が個人である場合には、資産に関する調書並びに直前３年の所得税の納付すべ

き額及び納付済額を証する書類

� 申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記簿の謄本

� 申請者が個人である場合には、住民票の写し（本籍の記載のあるものに限るものとし

、外国人にあつては外国人登録証明書の写しとする。以下同じ。）

� 申請者が法第７条第５項第４号イからヌまでに該当しない旨を記載した書類

	 申請者が法第７条第５項第４号チに規定する未成年者である場合には、その法定代理

人の住民票の写し


 申請者が法人である場合には、法第７条第５項第４号リに規定する役員の住民票の写

し

� 申請者が法人である場合において、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する

株主又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者があるときは、こ

れらの者の住民票の写し又は登記簿の謄本

� 申請者に令第４条の７に規定する使用人がある場合には、その者の住民票の写し
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様式第１２号（第２条関係） 合併（分割）認可申請書

合併（分割）認可申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（主たる事務所の所在地）

申請者 名称及び代表者の氏名 �

電話番号

一般廃棄物処理施設の設置の場所

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類

許 可 の 年 月 日 及 び 許 可 番 号 年 月 日 第 号

合併後存続する法人若しくは合併

により設立される法人又は分割に

より当該一般廃棄物処理施設を承

継する法人の名称及び住所並びに

代表者の氏名

合併（分割）の方法及び条件

合 併 （ 分 割 ） の 理 由

合 併 （ 分 割 ） の 時 期

※ 許可の年月日及び許可番号 年 月 日 第 号

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）第７条

第５項第４号リに規定する役員

（ ふ り が な ）

氏 名
役職名・呼称 住 所

����������������������������������������������������������������������������������������������������������

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額に

相当する出資をしている者（当該株主又は出資をしている者がある場合）

発行済株式の総数 株 出資の額

（ ふ り が な ）

氏 名 又 は 名 称

保有する株式の数又は出資の金額
住 所

割 合

����������������������������������������������������������������������������������������������������������
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号。以下「令」という。）

第４条の７に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合）

（ ふ り が な ）

氏 名
役職名・呼称 住 所

����������������������������������������������������������������������������������������������������������

合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により当該一般廃棄物処理

施設を承継する法人において、法第７条第５項第４号リに規定する役員となる者

（ ふ り が な ）

氏 名
役職名・呼称 住 所

����������������������������������������������������������������������������������������������������������

合併存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により当該一般廃棄物処理施

設を承継する法人において、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資

の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者となるもの（当該株主又は出資をし

ている者となるものがある場合）

発行済株式の総数 株 出資の額

（ ふ り が な ）

氏 名 又 は 名 称

保有する株式の数又は出資の金額
住 所

割 合

����������������������������������������������������������������������������������������������������������

合併存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により当該一般廃棄物処理施

設を承継する法人において、令第４条の７に規定する使用人となる者（当該使用人となる者

がある場合）

（ ふ り が な ）

氏 名
役職名・呼称 住 所

����������������������������������������������������������������������������������������������������������

愛媛県収入証紙ちよう付欄

愛 媛 県 報平成１６年１月２３日 第１５２６号

６２



注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 不要の文字は、抹消すること。

３ ※印の欄には、記入しないこと。

４ 申請者欄は、合併又は分割の当事者の連名とすること。

５ 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）

第７条第５項第４号リに規定する役員」の欄から「合併後存続する法人若しくは合併によ

り設立される法人又は分割により当該一般廃棄物処理施設を承継する法人において、令第

４条の７に規定する使用人となる者」の欄までの各欄には、該当するすべての者を記載す

ること。

６ 次に掲げる書類を添付すること。

� 合併契約書又は分割契約書の写し

� 合併の当事者の一方又は吸収分割により当該一般廃棄物処理施設を承継する法人が法

第８条第１項の許可を受けた者でない法人である場合にあつては、当該法人に係る次に

掲げる書類

ア 直前３年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書並びに法人税の納付すべき

額及び納付済額を証する書類

イ 定款及び登記簿の謄本

ウ 法第７条第５項第４号イからヌまでに該当しない旨を記載した書類

エ 法第７条第５項第４号リに規定する役員の住民票の写し（本籍の記載のあるものに

限るものとし、外国人にあつては外国人登録証明書の写しとする。以下同じ。）

オ 発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以

上の額に相当する出資をしている者があるときは、これらの者の住民票の写し又は登

記簿の謄本

カ 令第４条の７に規定する使用人があるときは、その者の住民票の写し

キ 現に行つている事業の概要を説明する書類

� 合併後存続する法人若しくは合併により設立される法人又は分割により当該一般廃棄

物処理施設を承継する法人に係る次に掲げる書類

ア 当該一般廃棄物処理施設の維持管理に関する技術的能力を説明する書類

イ 当該一般廃棄物処理施設の維持管理に要する資金の総額及びその資金の調達方法を

記載した書類

ウ 法第７条第５項第４号イからヌまでに該当しない旨を記載した書類

エ 法第７条第５項第４号リに規定する役員となる者の住民票の写し

オ 発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主となる者又は出資の額の１００

分の５以上の額に相当する出資をしている者となる者がある場合には、これらの者の

住民票の写し又は登記簿の謄本

カ 令第４条の７に規定する使用人となる者がある場合には、その者の住民票の写し
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様式第１３号（第２条関係） 相続届出書

相続届出書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所

届出者 氏名 �

電話番号

被 相 続 人 と の 続 柄

被相続人の氏名及び死亡時の住所
氏名

住所

一般廃棄物処理施設の設置の場所

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類

許 可 の 年 月 日 及 び 許 可 番 号 年 月 日 第 号

相 続 の 開 始 の 日

法定代理人（相続人が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「

法」という。）第７条第５項第４号チに規定する未成年者である場合）

（ ふ り が な ）

氏 名
住 所

������������������������������������������������������������������������������������������������������

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号。以下「令」という。）

第４条の７に規定する使用人（相続人に当該使用人がある場合）

（ ふ り が な ）

氏 名
役職名・呼称 住 所

������������������������������������������������������������������������������������������������������

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
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２ 記名押印に代えて署名することができる。

３ 「法定代理人」の欄及び「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第

３００号。以下「令」という。）第４条の７に規定する使用人」の欄には、該当するすべて

の者を記載すること。

４ 次に掲げる書類を添付すること。

� 被相続人との続柄を証する書類

� 住民票の写し（本籍の記載のあるものに限るものとし、外国人にあつては外国人登録

証明書の写しとする。以下同じ。）

� 当該一般廃棄物処理施設の維持管理に要する資金の総額及びその資金の調達方法を記

載した書類

� 資産に関する調書並びに直前３年の所得税の納付すべき額及び納付済額を証する書類

� 相続人が法第７条第５項第４号チに規定する未成年者である場合には、その法定代理

人の住民票の写し

� 相続人に令第４条の７に規定する使用人がある場合には、その者の住民票の写し
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様式第１４号（第２条関係） 一般廃棄物の種類等届出書

一般廃棄物の種類等届出書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあつては、主たる事務所の所在地）

届出者 氏名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名） �

電話番号

産 業 廃 棄 物 処 理 施 設 の 設 置 の 場 所

産 業 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類

産業廃棄物処理施設の処理能力（当該施設が最

終処分場である場合にあつては、廃棄物の埋立

処分の用に供される場所（既に廃棄物が埋め立

てられている場所を除く。）の面積及び残余の

埋立容量）

�／日（ ）時間

ｔ／日（ ）時間

�／時間
ｔ／時間

残余の埋立地の面積 �
残余の埋立容量 �

産業廃棄物処理施設に係る許可の年月日及び許

可番号
年 月 日 第 号

産 業 廃 棄 物 の 種 類

許 可 に 付 さ れ た 条 件

産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄

物の種類ごとの年間の処理量の見込み

種 類 年間処理量

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。
２ 届出者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名することができる。
３ 次に掲げる書類を添付すること。
� 当該届出に係る産業廃棄物処理施設に係る廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規
則（昭和４６年厚生省令第３５号。以下「省令」という。）第１２条の５に規定する許可証の
写し

� 他人の一般廃棄物の処理を行う場合にあつては、次に掲げるいずれかの書類
ア 産業廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の処理に係る廃棄物の処理及び清
掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第７条第６項の規定に基づく許可を受けた
ことを示す書類

イ 専ら再生利用の目的となる一般廃棄物のみの処分を業として行う者であることを示
す書類

ウ 省令第２条の３第１号、第２号、第４号又は第６号に該当する者であることを示す
書類

エ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号）第５条の９に
規定する認定証の写し
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様式第１５号（第２条関係） 一般廃棄物の種類等届出受理書

第 号
年 月 日

一般廃棄物の種類等届出受理書

殿

愛媛県知事 �

年 月 日付けで から届出のあつた一般廃棄物の種類等届出書に
ついては、 年 月 日受理したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行
規則（昭和４６年厚生省令第３５号）第１２条の７の７第４項の規定により交付します。

住所
（法人にあつては、主た

る事務所の所在地）

氏名
（法人にあつては、名称

及び代表者の氏名）

産業廃棄物処理施設の設置の場所

産業廃棄物処理施設の種類

産業廃棄物処理施設において処理

する一般廃棄物の種類

産業廃棄物処理施設に係る許可の

年月日及び許可番号
年 月 日 第 号

許 可 に 付 さ れ た 条 件
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様式第１６号（第３条関係） 一般廃棄物処理施設設置届出書

一般廃棄物処理施設設置届出書

年 月 日

愛媛県知事 殿

名称
届出者

代表者の氏名 �

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 設 置 の 場 所

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類

一般廃棄物処理施設において処理する一般廃棄

物の種類

着 工 予 定 年 月 日 年 月 日

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年 月 日

※ 届 出 年 月 日 年 月 日

一般廃棄物処理施設の処理能力（最終処分場で

ある場合にあつては、一般廃棄物の埋立処分の

用に供される場所の面積及び埋立容量）

�／日（ ）時間

ｔ／日（ ）時間

�／時間
ｔ／時間

埋立地の面積 �
埋立容量 �

△一般廃棄物

処理施設の

位置、構造

等の設置に

関する計画

に係る事項

一般廃棄物処理施設の位置

一般廃棄物処理施設の処理方式

一般廃棄物処理施設の構造及び

設備

処理に伴

い生ずる

排ガス及

び排水

量

処理方法（排出の方法

（排出口の位置、排出

先等を含む。）を含む

。）

設計計算上達成することができ

る排ガスの性状、放流水の水質

その他の生活環境への負荷に関

する数値

その他一般廃棄物処理施設の構

造等に関する事項

△一般廃棄物

処理施設の

維持管理に

関する計画

に係る事項

排ガスの性状、放流水の水質等

について周辺地域の生活環境の

保全のため達成することとした

数値

排ガスの性状及び放流水の水質

の測定頻度に関する事項

その他一般廃棄物処理施設の維
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持管理に関する事項

△災害防止の

ための計画

に係る事項

（最終処分

場である場

合）

一般廃棄物の飛散及び流出の防

止に関する事項

公共の水域及び地下水の汚染の

防止に関する事項

火災の発生の防止に関する事項

その他最終処分場に係る災害の

防止に関する事項

処理に伴い生ずる一般廃棄物の処分

方法（ごみ処理施設の場合）

区 分 自家処分 委託処分

処 分 方 法

汚泥等の処分方法

（し尿処理施設の場合）

区 分 自家処分 委託処分

処 分 方 法

△埋立処分の計画（最終処分場の場合）

△一般廃棄物の搬入及び搬出の時間及び方法に関

する事項

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ ※印の欄には、記入しないこと。

３ 一般廃棄物処理施設の種類については、ごみ処理施設、し尿処理施設又は最終処分場の

別を記入すること。さらに、ごみ処理施設の場合は、焼却施設、破砕施設等の別を括弧書

きすること。

４ 一般廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種類については、混合ごみ、不燃ご

み等の種類を記入すること。

５ △印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用することとし、かつ、次の図

面等を含むこと。

� 一般廃棄物処理施設の構造及び設備については、当該施設の構造を明らかにする平面

図、立面図、断面図及び構造図

� 排ガス及び排水の処理方法については、処理系統図

６ △印の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙のと

おり」と記載し、別紙を添付すること。

７ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

� 当該一般廃棄物処理施設を設置することが周辺地域の生活環境に及ぼす影響について

の調査の結果を記載した書類

� 当該一般廃棄物処理施設の構造を明らかにする設計計算書

� 最終処分場にあつては、周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類及び

図面

� 最終処分場以外の一般廃棄物処理施設にあつては、処理工程図

� 当該一般廃棄物処理施設の付近の見取図
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様式第１号を様式第２号とし、同様式の前に次の１様式を

加える。
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様式第１号（第２条関係） 一般廃棄物処理施設設置許可申請書

一般廃棄物処理施設設置許可申請書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあつては、主たる事務所の所在地）

申請者 氏名（法人にあつては、名称及び代表者の氏名） �

電話番号

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 設 置 の 場 所

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類

一般廃棄物処理施設において処理する一般廃

棄物の種類

着 工 予 定 年 月 日 年 月 日

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年 月 日

※ 許 可 の 年 月 日 及 び 許 可 番 号 年 月 日 第 号

一般廃棄物処理施設の処理能力（最終処分場

である場合にあつては、一般廃棄物の埋立処

分の用に供される場所の面積及び埋立容量）

�／日（ ）時間

ｔ／日（ ）時間

�／時間
ｔ／時間

埋立地の面積 �
埋立容量 �

△一般廃棄物

処理施設の

位置、構造

等の設置に

関する計画

に係る事項

一般廃棄物処理施設の位置

一般廃棄物処理施設の処理方式

一般廃棄物処理施設の構造及び

設備

処理に伴

い生ずる

排ガス及

び排水

量

処理方法（排出の方

法（排出口の位置、

排出先等を含む。）

を含む。）

設計計算上達成することができ

る排ガスの性状、放流水の水質

その他の生活環境への負荷に関

する数値

その他一般廃棄物処理施設の構

造等に関する事項

△一般廃棄物

処理施設の

維持管理に

関する計画

に係る事項

排ガスの性状、放流水の水質等

について周辺地域の生活環境の

保全のため達成することとした

数値

排ガスの性状及び放流水の水質

の測定頻度に関する事項

その他一般廃棄物処理施設の維

持管理に関する事項
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△災害防止の

ための計画

に係る事項

（最終処分

場である場

合）

一般廃棄物の飛散及び流出の防

止に関する事項

公共の水域及び地下水の汚染の

防止に関する事項

火災の発生の防止に関する事項

その他最終処分場に係る災害の

防止に関する事項

処理に伴い生ずる一般廃棄物の処

分方法（ごみ処理施設の場合）

区 分 自家処分 委託処分

処 分 方 法

汚泥等の処分方法

（し尿処理施設の場合）

区 分 自家処分 委託処分

処 分 方 法

△埋立処分の計画（最終処分場の場合）

△一般廃棄物の搬入及び搬出の時間及び方法に

関する事項

法定代理人（申請者が廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下

「法」という。）第７条第５項第４号チに規定する未成年者である場合）

（ ふ り が な ）

氏 名
住 所

��������������������������������������������������������������������������������������������������������

法第７条第５項第４号リに規定する役員（申請者が法人である場合）

（ ふ り が な ）

氏 名
役職名・呼称 住 所

��������������������������������������������������������������������������������������������������������

発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の１００分の５以上の額

に相当する出資をしている者（申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をし

ている者があるとき）

発行済株式の総数 株 出資の額

（ ふ り が な ）

氏 名 又 は 名 称

保有する株式の数又は出資の金額
住 所

割 合

��������������������������������������������������������������������������������������������������������
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号。以下「令」という。

）第４条の７に規定する使用人（申請者に当該使用人がある場合）

（ふりがな）

氏 名
役職名・呼称 住 所

��������������������������������������������������������������������������������������������������������

愛媛県収入証紙ちよう付欄

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ 申請者が個人の場合にあつては、記名押印に代えて署名することができる。

３ ※印の欄には、記入しないこと。

４ 一般廃棄物処理施設の種類については、ごみ処理施設、し尿処理施設又は最終処分場

の別を記入すること。さらに、ごみ処理施設の場合は、焼却施設、破砕施設等の別を括

弧書きすること。

５ 一般廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種類については、混合ごみ、不燃

ごみ等の種類を記入すること。

６ △印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用することとし、かつ、次の

図面等を含むこと。

� 一般廃棄物処理施設の構造及び設備については、当該施設の構造を明らかにする平

面図、立面図、断面図及び構造図

� 排ガス及び排水の処理方法については、処理系統図

７ △印の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙の

とおり」と記載し、別紙を添付すること。

８ 「法定代理人」の欄から「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令

第３００号。以下「令」という。）第４条の７に規定する使用人」の欄までの各欄には、

該当するすべての者を記載すること。

９ 次に掲げる書類及び図面を添付すること。

� 当該一般廃棄物処理施設を設置することが周辺地域の生活環境に及ぼす影響につい

ての調査の結果を記載した書類

� 当該一般廃棄物処理施設の構造を明らかにする設計計算書

� 最終処分場にあつては、周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類及

び図面

� 最終処分場以外の一般廃棄物処理施設にあつては、処理工程図

� 当該一般廃棄物処理施設の付近の見取図

� 当該一般廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する技術的能力を説明する書類

� 当該一般廃棄物処理施設の設置及び維持管理に要する資金の総額及びその資金の調

達方法を記載した書類
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� 申請者が法人である場合には、直前３年の各事業年度における貸借対照表、損益計

算書並びに法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類

� 申請者が個人である場合には、資産に関する調書並びに直前３年の所得税の納付す

べき額及び納付済額を証する書類

� 申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記簿の謄本

� 申請者が個人である場合には、住民票の写し（本籍の記載のあるものに限るものと

し、外国人にあつては外国人登録証明書の写しとする。以下同じ。）

� 申請者が法第７条第５項第４号イからヌまでに該当しない旨を記載した書類

� 申請者が法第７条第５項第４号チに規定する未成年者である場合には、その法定代

理人の住民票の写し

� 申請者が法人である場合には、法第７条第５項第４号リに規定する役員の住民票の

写し

� 申請者が法人である場合において、発行済株式総数の１００分の５以上の株式を有す

る株主又は出資の額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者があるときは

、これらの者の住民票の写し又は登記簿の謄本

	 申請者に令第４条の７に規定する使用人がある場合には、その者の住民票の写し
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

告 示

�愛媛県告示第１１４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９条の５第１項の規

定により、松山市長から公有水面の埋立てにより新たに生じ

た次の土地は松山市の地域であることを確認した旨の届出が

あった。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、松山市長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、八幡浜市長から次の区域内の字を全部廃止する旨の

届出があった。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１１７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、津島町長から次のとおり字の区域を変更する旨の届

出があった。

上記の処分は、平成１６年２月１５日から効力を生ずる。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１８号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

新たに生じた土地の所在 面 積
（平方メートル）

松山市泊町６１５、６１８の５、７３８の３、７３８の５、７３
９の２、７３９の４及び７４０の９の地先 １，１２２．８４

松山市泊町６１５、６１８の５、７３８の３、７３８の５、７３
９の２、７３９の４及び７４０の９の地先 ８，４０３．１４

松山市由良町乙２７９の３、乙２８０の１、乙２８０の２、
乙２８０の４及び乙２８１並びに泊町甲４４３の１、甲４４３
の２、甲４４３の４、甲４４４の１及び甲４４４の２の地
先

２，３６９．４８

松山市由良町乙２７９の３、乙２８０の１、乙２８０の２、
乙２８０の４及び乙２８１並びに泊町甲４４３の１、甲４４３
の２、甲４４３の４、甲４４４の１及び甲４４４の２の地
先

３，７５８．５０

町の名称
左記の区域に編入する新たに生じた土地

区 域 面 積
（平方メートル）

泊町 松山市泊町６１５、６１８の５、７３８の３、７３８
の５、７３９の２、７３９の４及び７４０の９の
地先公有水面埋立地

１，１２２．８４

泊町 松山市泊町６１５、６１８の５、７３８の３、７３８
の５、７３９の２、７３９の４及び７４０の９の
地先公有水面埋立地

８，４０３．１４

字 名 地 番 摘 要

字ヨコウ
ラ

１９５の３及び２０１ これに伴
う道路、
水路等を
含む。字三ツカ

タニ
２４６の１、２４８の１、２４８の２、２４８の４、２４９、２
５１から２５３まで、２５４の２及び２５５の２

字寺ノ上 ２７６の１、２７７の１、２７８の１、２７８の２、２８０の
１及び２８０の１７

字 名
左記の区域に編入する区域

摘 要
字 名 地 番

北灘 字網代 大字近家 字網代 甲１５９９

字女ノク
シ

字女ノク
シ

甲１６０３

字女ノ串 字女ノ串 甲１６０５、甲１６０６
及び乙７０３

由良町 松山市由良町乙２７９の３、乙２８０の１、乙
２８０の２、乙２８０の４及び乙２８１並びに泊
町甲４４３の１、甲４４３の２、甲４４３の４、
甲４４４の１及び甲４４４の２の地先公有水面
埋立地

２，３６９．４８

由良町 松山市由良町乙２７９の３、乙２８０の１、乙
２８０の２、乙２８０の４及び乙２８１並びに泊
町甲４４３の１、甲４４３の２、甲４４３の４、
甲４４４の１及び甲４４４の２の地先公有水面
埋立地

３，７５８．５０

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療所の名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢 体 不 自 由 小 児 科 愛媛大学医学部附
属病院 鈴 木 由 香 温泉郡重信町大字志津川 平成１６年

１月５日

聴覚・平衡・音声又は言語・
そしゃく機能障害 耳鼻咽喉科 〃 榊 優 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器機能障害 内 科 町立吉田総合病院 岡 本 傳 男 北宇和郡吉田町大字北小路甲２１７ 〃

〃 〃 〃 松 原 寛 〃 〃

��������������
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�������
�愛媛県告示第１２２号
東予市庄内土地改良区から認可申請のあった土地改良事業

（県単独補助土地改良事業（農道）・大野地区）の計画の変

更は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第

１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項の

規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・大

野地区）変更計画書の写し

� 東予市庄内土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１６年１月２６日から２月２３日まで

３ 縦覧場所

東予市役所

�愛媛県告示第１１９号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２０号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２１号
知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事業

所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 愛媛県立新居浜病
院 平 尾 文 治 新居浜市本郷３－１－１ 〃

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

本 吉 和 美 愛媛大学医学部附属病院 温泉郡重信町大字志津川 医療法人弘仁会共立病院 東予市三津屋南９－１０ 平成１６年
１月１日

松 本 宗 一 〃 〃 財団法人積善会附属十全
総合病院 新居浜市北新町１番５号 〃

吉 田 正 財団法人積善会附属十全
総合病院 新居浜市北新町１番５号 愛媛大学医学部附属病院 温泉郡重信町大字志津川 〃

佐 野 のぞみ 国立療養所愛媛病院 温泉郡重信町横河原３６６ 〃 〃 平成１５年
１０月１日

森 田 真 一 西 条 中 央 病 院 西条市朔日市８０４ 〃 〃 平成１６年
１月１日

木 崎 久 喜 〃 〃 〃 〃 〃

吉 井 豊 史 〃 〃 〃 〃 〃

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療所の名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

じ ん 臓 機 能 障 害 内 科 住 友 別 子 病 院 仁 科 慎 一 新居浜市王子町３－１ 平成
１５年１２月９日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者 サービス

の 種 類

指 定 居 宅 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
名 称 主 た る 事 務 所

の 所 在 地 代表者の氏名 変 更 前 変 更 後

３８０００２０００６２１４５
社会福祉法人宇和
町社会福祉施設協
会

東宇和郡宇和町大
字久枝甲１４３４番地
１

井 上 義 忠
知的障害
者地域生
活援助

グループホーム
「夢の家」

東宇和郡宇和町
卯之町四丁目７３

東宇和郡宇和町
下松葉３０７－６

平成１６年
１月１日
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�愛媛県告示第１２３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、三間町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・成家地区）の施行

に平成１６年１月９日同意した。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１２４号
美川村から協議のあった村営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・沢渡水路地区）の施行は、適

当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第９６条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 村営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・沢渡水路地区）計画書の写し

� 美川村営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１６年１月２６日から２月２３日まで

３ 縦覧場所

美川村役場

�������
�愛媛県告示第１２５号
美川村から協議のあった村営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・釣井地区）の施行は、適当と

認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６

条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定によ

り、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 村営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・釣井地区）計画書の写し

� 美川村営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１６年１月２６日から２月２３日まで

３ 縦覧場所

美川村役場

�������
�愛媛県告示第１２６号
砥部町から協議のあった町営土地改良事業（ため池等整備

事業・野地地区）の施行は、適当と認められるので、土地改

良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準

用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類

を縦覧に供する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（ため池等整備事業・野地地区）計

画書の写し

� 砥部町営土地改良事業等の経費の分担金等徴収に関す

る条例の写し

２ 縦覧期間

平成１６年１月２６日から２月２３日まで

３ 縦覧場所

砥部町役場

�������
�愛媛県告示第１２７号
美川村営里地棚田保全整備事業沢渡地区（Ａ工区）の換地

計画認可申請は、適当と決定したので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第９６条の４及び第５２条の２第４項において

準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書

類を縦覧に供する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

換地計画書

２ 縦覧期間

平成１６年１月２６日から２月１４日まで

３ 縦覧場所

美川村役場

�������
�愛媛県告示第１２８号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定

により、次のように保安林の指定を解除する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

伊予郡松前町大字北川原字塩屋西２０５０の２

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

指定理由の消滅

�������
�愛媛県告示第１２９号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

伊予三島市具定町字分木乙５５の４、字日之尾山乙６４の２３

、乙６４の２８から乙６４の３２まで

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１３０号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６
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年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

伊予三島市具定町字日之尾山乙６４の２４から乙６４の２７まで

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１３１号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

松山市由良町乙２８２の９

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１３３号
次のように公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「

法」という。）第２条第１項の規定に基づく埋立ての免許の

出願があった。

法第３条第１項に規定する書面及び関係図書は、愛媛県庁

、宇和島地方局建設部及び吉田町役場において告示の日から

起算して３週間公衆の縦覧に供する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 出願者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、

その代表者の氏名及び住所

吉田町

北宇和郡吉田町大字東小路甲７０番地

代表者 町長 浅野修一

北宇和郡吉田町大字立間尻甲４２８番地１

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

北宇和郡吉田町大字南君字牛川３１１２番６９から同３１１２

番７９に至る地先公有水面

イ 区域

次の１点から１９点までを順次直線で結んだ線並びに

１９点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｃ．Ｄ．Ｌ

．＋２．２５メートル）の陸と公有水面との境界線により

囲まれた区域

基点（北宇和郡吉田町大字南君字牛川３１１２番７９の牛

川護岸に設置された金属鋲）は、北緯３３度１５分４２秒、

東経１３２度３１分１５秒の地点

１点は、基点から真北２７７度０５分０２秒２６．８９メート

�愛媛県告示第１３２号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１２）第１００３３号 平成１２年
１２月２５日 �堀建工業 堀内 康彦 八幡浜市８８７－２ 平成１５年

１２月５日 建築工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１２）第１００７６号 平成１３年
１月２９日 �三木興業 三木タヨ子 川之江市上分町４６５－

１
平成１５年
１２月１０日

土木工事業
とび・土工工事業
管工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１３）第１２４８９号 平成１３年
１２月１日 �春日建工 林野 則夫 新居浜市田の上２－８

－２２
平成１５年
１２月１１日 土木工事業 建設業の廃止

（般－１３）第１２３９２号 平成１３年
１０月８日 �日土組 岡田 長年 大洲市柚木３５８－２ 平成１５年

１２月１６日 とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１５０６４号 平成１４年
７月５日 ＯＫ建設 八木 輝夫 今治市高地町一丁目甲

１９９２－６
平成１５年
１２月１８日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１２９４３号 平成１４年
１２月２２日 サカモト� 坂本 聖三 松山市水泥町５７４－１ 平成１５年

１２月２６日

土木工事業
建築工事業
大工工事業
屋根工事業
タイル・レンガ・ブロッ
ク工事業
鋼構造物工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１３）第１１２８７号 平成１３年
９月２０日 �白籏組 白籏久四郎 新居浜市阿島６５４－３ 平成１５年

１２月２６日
土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

��������������
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ルの地点

２点は、１点から真北２３５度５１分１７秒５．６０メートル

の地点

３点は、２点から真北３２５度５１分１７秒３．１０メートル

の地点

４点は、３点から真北２３５度５１分１７秒１９．３２メート

ルの地点

５点は、４点から真北１４５度５１分１７秒１．６０メートル

の地点

６点は、５点から真北２３５度５１分１７秒２．５０メートル

の地点

７点は、６点から真北３２５度５１分１７秒１．６０メートル

の地点

８点は、７点から真北２３５度５１分１７秒１１．２７メート

ルの地点

９点は、８点から真北１４５度５１分１７秒１．６０メートル

の地点

１０点は、９点から真北２３５度５１分１７秒２．５０メートル

の地点

１１点は、１０点から真北３２５度５１分１７秒１．６０メートル

の地点

１２点は、１１点から真北２３５度５１分１７秒２．４２メートル

の地点

１３点は、１２点から真北１４５度５１分１７秒３．１０メートル

の地点

１４点は、１３点から真北２３５度５１分１７秒２．１４メートル

の地点

１５点は、１４点から真北２８５度４１分３５秒２．５１メートル

の地点

１６点は、１５点から真北１５度４１分３５秒３．１０メートルの

地点

１７点は、１６点から真北２８５度４１分３５秒５．６４メートル

の地点

１８点は、１７点から真北１９５度４１分３５秒３．１０メートル

の地点

１９点は、１８点から真北２８５度４１分３５秒４．９４メートル

の地点

ウ 面積

３１９．６１平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

北宇和郡吉田町大字南君字牛川３１１２番６９から同３１１２

番７９に至る地先公有水面及び陸域

イ 区域

次のＡ点からＧ点までを順次直線で結んだ線及びＧ

点とＡ点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（北宇和郡吉田町大字南君字牛川３１１２番７９の牛

川護岸に設置された金属鋲）は、北緯３３度１５分４２秒、

東経１３２度３１分１５秒の地点

Ａ点は、基点から真北６５度０５分５１秒２．５１メートルの

地点

Ｂ点は、Ａ点から真北１４５度５１分１７秒６１．８７メート

ルの地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北２３５度５１分１７秒１３０．００メート

ルの地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北３２５度５１分１７秒７７．２９メート

ルの地点

Ｅ点は、Ｄ点から真北３５６度０２分２３秒３９．８７メート

ルの地点

Ｆ点は、Ｅ点から真北８６度０２分２３秒３３．５０メートル

の地点

Ｇ点は、Ｆ点から真北５５度５１分１７秒４６．１５メートル

の地点

ウ 面積

１１，９９８．４５平方メートル

３ 埋立地の用途

漁港施設用地

４ 出願年月日

平成１６年１月１３日

�愛媛県告示第１３４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久米垣生線
松山市越智町３０９番１２から

同町３０７番５まで
平成１６年１月２３日

��������������
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�愛媛県告示第１３６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中山砥部線
伊予郡砥部町万年１０１５番２から

同町万年１０２６番２まで

旧 ８．１～１１．０ ０．０３０

新 ９．７～１１．４ ０．０３０

〃 〃
伊予郡砥部町万年１０２７番１地先から

同町万年１２０２番２まで

旧 ５．０～１５．８ ０．０７４

新 ５．０～１５．８
６．３～２０．５

０．０７４
０．０６０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 中山砥部線
伊予郡砥部町万年１０１５番２から

同町万年１０２６番２まで
平成１６年１月２３日

〃 〃
伊予郡砥部町万年１０２７番１地先から

同町万年１２０２番２まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号 喜多郡肱川町大字宇和川３４７２番２
旧 １５．５～２３．８ ０．０３５

新 １５．５～２３．８ ０．０３５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号 喜多郡肱川町大字宇和川３００２番地先 平成１６年１月２３日

〃 〃 喜多郡肱川町大字宇和川３４７２番２ 〃
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任 免 辞 令

�公営企業任免辞令
１２月３１日

愛媛県技術吏員 宍 田 克 己

同 竹 本 賀 子

同 田 邊 和 代

願により本職を免ずる（各通）

１月１日

（県立今治病院） 國 元 望

（同 ） 山 口 真里奈

（同 ） 吉 岡 真 美

（同 ） 大 岡 真奈美

（県立南宇和病院） 寳 生 なつみ

（県立北宇和病院） 坂 井 智 子

（県立新居浜病院） 福 川 奈奈子

（同 ） 烏 谷 美 穂

（同 ） 本 田 沙耶佳

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（三）２級を命ずる

技師を命ずる

（頭書）勤務を命ずる（各通）

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１６年１月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 下鍵山松野線
北宇和郡広見町大字広見６４２番３から

同大字６７５番２まで

旧 ３．６～１１．２ ０．４７３

新 ６．３～１６．７ ０．４７３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 下鍵山松野線
北宇和郡広見町大字広見６４２番３から

同大字６７５番２まで
平成１６年１月２３日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１５西局丹土（開）第１７号

平成１６年１月７日
東予市周布１９３番４及び１９４番２

東予市周布２２６番地
東亜ヒューム管株式会社
代表取締役 越 智 英 俊

１５西局丹土（開）第１８号

平成１６年１月７日
東予市周布１９３番１及び１９４番１

東予市周布２２６番地
日本環境プラント株式会社
代表取締役 越 智 英 俊

１５西局丹土（開）第１９号

平成１６年１月７日
周桑郡丹原町大字丹原７９番３

西条市喜多川４０３番地の２
山 本 純 久

１５西局建（開）第２７号

平成１６年１月１３日
西条市古川字新田甲３８１番１

西条市古川甲１４７番地
山 地 耕 一

１５西局丹土（開）第２０号

平成１６年１月１４日
周桑郡丹原町大字今井１１１番４

西条市氷見乙１９２８番地の１
伊 藤 弥 生
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雑 報

�公示による通知
住所不明（ただし、住民票の住所 愛媛県喜多郡内子町大

瀬北２４５番地） 福 本 朱 美

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４６条第２項の規定

に基づき上記の者に通知すべき事項を記載した次の書類は、

当収用委員会事務局（愛媛県土木部管理局用地課）において

保管してあるので、出頭の上、その交付を受けてください。

なお、この書類を受領しないときは、土地収用法施行令（

昭和２６年政令第３４２号）第６条の２において準用する同政令

第５条第５項の規定により、平成１６年２月９日を経過した時

にその書類の送達があったものとみなされます。

平成１６年１月２３日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

平成１５年１２月５日付け１５媛収第２８号－４審理の開催につい

て（審理開催の通知）

平成１６年１月２３日 印刷
平成１６年１月２３日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円８２
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